
　目白保さんは会社員で給与収入があり、年末調整はすでに済んでいます。
　住宅ローンを組んで新築のマイホーム（省エネ住宅）を購入し、8月に引越をしましたので住宅ローン控除（住宅借入
金等特別控除）を受けます。

確定申告書の記入例

住宅ローンを組んでマイホームを購入した目白さんの確定申告

※氏名・詳細等はすべて架空のものです。

事例5

〈申告書の作成手順〉

▶住宅借入金等特別控除額の計算明細書

▶目白さんの給与所得の源泉徴収票

…1
…2
…3

…4

…5

…6

…7

〔単位：円〕▶収入に関する情報
給与収入金額（支払金額）
所得控除の額の合計額
源泉徴収税額

6,500,000
1,740,000
88,700

▶購入したマイホームに関する情報
マイホーム引渡日
居住開始
購入契約日
家屋の取得対価の額
（110.00㎡） 
土地の取得対価の額
（100.00㎡） 
住宅ローンの
令和6年末の残高

令和6年7月15日
令和6年8月  1日
令和6年3月  6日

15,400,000

16,000,000

19,500,000

住所：〒226-0013
　　  神奈川県横浜市緑区寺山町○－○－○
TEL：045ｰ×××ｰ××××
目 白　  保 昭和58年7月7日生（41歳）
 （妻）　 京 子 昭和60年12月12日生（39歳）
（長女）　花 子 平成29年10月10日生（7歳）
（長男）　太 一 令和3年11月11日生（3歳）

※年齢は令和6年１２月３１日のもの

【目白さんの収入等の詳細】

右記源泉徴収票参照

P.53計算明細書参照

■住宅借入金等特別控除額の計算明細書〈P.53〉
●P.49の必要書類のうち該当する書類
■確定申告書〈P.54～〉
確定申告書の作成順序：第二表→第一表の順で作成します。
●給与所得の源泉徴収票

確定申告
必要書類

※提出は不要

住 所

氏 名

フリガナ フリガナ

氏 名

フリガナ

氏 名

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家屋に関する事項 土地等に関する事項

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

①

②

Ⓑ 土 地 等Ⓐ 家 屋 Ⓒ 合 計 Ⓓ 増 改 築 等

・・ 居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてください｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

増改築等の費用の額

⑪

Ⓔ 住 宅 の み Ⓕ 土 地 等 の み Ⓖ住宅及び土地等 Ⓗ 増 改 築 等

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住宅借入金等の年末残高

新築、購入及び増改築等に係る
住宅借入金等の年末残高

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高

居 住 用 割 合

連帯債務に係るあなたの負担割合

※連帯債務がない場合には､100.00%と書きます｡

整 理
番 号

※共有の場合のみ書いてください。

③

④

住宅取得等資金の贈与の
特 例 を 受 け た 金 額 等

円

円

なし又は５％ ８ ％ 10 ％
円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額
交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増改築等の費用の額
交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

平成
令和

平成
令和

円
㉓

円
⑳

８ 特定の増改築等に係る事項 （特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合のみ書いてください｡）

⑫ 高齢者等居住改修
工事等の費用の額 ⑬ 断熱改修工事等の費用の額 ⑭ ⑮

⑲

特定増改築等住宅借入金等、特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

円

円

あなたの持分に係る特定の
増改築等工事の費用の額⑱⑰ 特定の増改築等工事の費用の合計額⑯ 特定耐久性向上改修

工 事 等 の 費 用 の 額

特定多世帯同居改修
工事等の費用の額

特定断熱改修工事
等 の 費 用 の 額

㉑

㉒

要しない

円

円

・・
平成
令和

契 約 日
契 約 区 分

円

契 約 日
・・

平成
令和

※次に該当する場合に、書いてください。

不 動 産 番 号 地土屋家

増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

㎡

令和
〒　　　　－

（共有者の氏名）

１ 住所及び氏名

２ 新築又は購入した家屋等に係る事項
３ 増改築等をした部分に係る事項

※小数点以下第２位まで書きます｡

平成
令和 〔 〕

区
分

（㋒ － ㋓（㋗ － ㋘）） （ ㋞ － ㋟ ）

のうち居住用部分の金額

㋜

㋝

㋞

㋟

㋠

㋡

㋢

㋗

㋘

㋙

㋚

㋛

㋐

㋑

㋒

㋓

㋔

㋕

㋖

㋞

（ ㋔ , ㋙ , ㋠ ）× ①
※共有でない場合は､㋔,㋙,㋠を書いてください｡

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ ② － ③ ）

㋔（ ㋔ × Ⓐ の ① ） ㋙（ ㋙ × Ⓑ の ① ） ㋠（ ㋠ × Ⓓ の ① ）（Ⓐの②＋Ⓑの②）又は（Ⓑの②＋Ⓓの②）

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課されるべき消費税額等に関する事項 ６ 特例対象個人に係る事項等
税率が10％の場合に㋒､㋞に含まれる
消費税額及び地方消費税額の合計額
（契約書等に記載された消費税額）

（（付表）の⑭の割合）

（（付表）の⑯の金額）
※連帯債務がない場合には、⑤の金額を書きます｡

※90％以上である場合には、100.0％と書きます｡

④ と ⑦ の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

（ ⑧ × ⑨ ）

㋖÷㋕ ㋛÷㋚ ㋡÷㋞

住宅借入金等の年末残高の合計額（Ⓔの⑩＋Ⓕの⑩＋Ⓖの⑩＋Ⓗの⑩）
※ ⑪の金額を二面の「住宅借入金等の年末残高の合計額⑪」欄に転記します。

次の⑫欄から⑯欄に補助金等控除後の金額
を書いてください。これらの金額が50万円
を超えるときに特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を受けることができます。
詳しくは、控用の裏面を参照してください｡

（⑫＋⑭＋⑮＋⑯） （⑰又は⑰×Ｄの①）
(⑪と⑱のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
ただし、住宅の増改築等(特定多世帯同居改修
工事等に係るものを除きます｡)が特定取得
(※二面参照)に該当しない場合は、最高200万円｡)

番
号

９ （特定増改築等）住宅借入金等特別控除額

（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を転記します。

同一年中に８％及び10％の消費税
率が含まれる家屋の取得等又は
増改築等をした場合は、右の欄に
○をした上で、10％に係る部分の
金額等を書いてください｡

８％･10％
同一年中
取得

家　屋:1
増改築等:2

㋒又は㋞の金額
（10％に係る部分のみ）

（10％に係る部分のみ）

Ⓐの④又は
Ⓓの④の金額

重複適用を受ける場合は、右の
文字に○をした上で、二面の㉓
の金額を転記してください。

重複適用

10 控除証明書の交付を要しない場合
翌年分以後に年末調整でこの控除を受けるための、控除証明書の
交付を要しない方は､右の｢要しない｣の文字を○で囲んでください｡

この明細書の書き方については、控用の裏面を参照してください。 住宅借入金等に連帯債務がある場合には、併せて付表を使用します。○ ○

区
分

区
分

電話番号    　（     ）

夫婦のいずれかが40歳未満の場合又は19歳未満の扶養親族を有する場合で､
認定住宅等である新築住宅又は買取再販住宅に入居したとき等は､右の欄に
該当する数字を書いてください｡詳しくは､控用の裏面を参照してください｡

整理欄
登
土

契
家

契
土 残 確 証 認

定 仮付 Ａ Ｂ Ｃ

年分(特定増改築等)住宅借入金等特別控除額の計算明細書
一
面

提
出
用

○ 

こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

住民 台帳番号
一連番号

登
家

２２６   ００１３

６　 ８　 １

６　 ３　 ６２

１５４０００００

１５４０００００

１６００００００

１６００００００

１４０００００

１６００００００

１ ９５０００００

１ ９５０００００

１ ９５０００００

１ ９５０００００

１ ９５０００００

１３６５４

１５４０００００

１５４０００００

１６００００００ ３１４０００００

３１４０００００

１ １０ ００ １ ００ ００

１ ００ ００

１ ００ ０

１ ００ ００１ １０ ００

神奈川県横浜市緑区寺山町○ー○ー○
０４５　 ×××　 ××××

目　白　　保
メ　 ジロ　　タモツ

○

（受給者番号） （受給者番号）

（個人番号）

（役職名） （役職名）

千 内 千 内

千 円 千 円

千 円 千 円 千 円 千 円 千 円 千 円 千 円 千 円

月 日 円 月 日 円

月 日 円 月 日 円

人 人

中途就・退職 受給者生年月日
特

別

そ

の

他

就職 退職 年 月 日 元号

旧生命保険料
の金額

居住開始年月日
（１回目）

居住開始年月日
（２回目）

円

外

国

人

死

亡

退

職

中途就・退職 受給者生年月日
特

別

そ

の

他

就職 退職 年 月 日 元号

(

受
給
者
交
付
用

)

控
除
対
象
扶
養
親
族

配偶者の
合計所得

氏名

1

個人番号

区
分

3

（フリガナ）

区
分

氏名

災

害

者

乙

欄

本人が障害者 寡

婦

ひ

と

り

親

勤

労

学

生

新生命保険料
の金額

円
旧生命保険料

の金額

円
介護医療保
険料の金額

住宅借入金等
特別控除可能額

円
居住開始年月日

（２回目）

年

（フリガナ）
区
分

区
分氏名

住宅借入金等
特別控除の額

の内訳

氏名

区
分

375整　理　欄

16歳未満
扶養親族

の数

千 円

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数

内 千 円

円

非居住者
である

親族の数

（ 源 泉 ） 控 除 対 象 配 偶 者
控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数

16歳未満
扶養親族

の数

有 従有

そ の 他 特　　別 その他

令和　　年分　　令和　　年分　　

支　払

を受け

る　者

住
所
又
は
居
所

支　払

を受け

る　者

住
所
又
は
居
所

内 千 円 千

種　　　　　　　　　　別 支　　　払　　　金　　　額

円 千

障　害　者　の　数

老　　　人 そ の 他 特　　別

円
新個人年金

保険料の金額

円

従有

支　　　払　　　金　　　額
給 与 所 得 控 除 後 の 金 額
（ 調 整 控 除 後 ）

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 源　泉　徴　収　税　額

円

給 与 所 得 控 除 後 の 金 額
（ 調 整 控 除 後 ）

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 源　泉　徴　収　税　額種　　　　　　　　　　別

円 千 円 円

（ 源 泉 ） 控 除 対 象 配 偶 者
（　配　偶　者　を　除　く　。　） （ 本 人 を 除 く 。 ）（　配　偶　者　を　除　く　。　） （ 本 人 を 除 く 。 ）

配 偶 者 （ 特 別 ）

控 除 の 額

非居住者
である

親族の数　　の 有 無 等 老人　　の 有 無 等 老人 特　　定 その他特　　定 老　　　人

氏
　
名

障　害　者　の　数

人

氏
　
名

人有 内 人 従人 人 従人 人 内人 従人 人 従人 人

内

人 従人人 内

内

地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

人 従人 内 人

新生命保険料
の金額

円

住宅借入金等
特別控除適用数

介護医療保
険料の金額

円
新個人年金

保険料の金額

円
旧個人年金

保険料の金額

円

住宅借入金等特別
控除区分(1回目)

住宅借入金等
年末残高(１回目)

住宅借入金等
年末残高(１回目)

住宅借入金等特別
控除区分(1回目)

住宅借入金等
特別控除適用数

居住開始年月日
（１回目）

旧個人年金
保険料の金額

年

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額

円

（摘要）（摘要）

生命保険料の
金額の内訳

国民年金保険
料等の金額

円
旧長期損害

保険料の金額

円

基礎控除の額
円 所得金額

調整控除額

円
個人番号

年

（源泉・特別）

控除対象
配偶者

氏名

4

（フリガナ）
区
分 配偶者の

合計所得

円

住宅借入金等特別
控除区分(2回目)

住宅借入金等
年末残高(２回目)

国民年金保険
料等の金額

円
旧長期損害

保険料の金額

円

基礎控除の額
円 所得金額

調整控除額

円

住宅借入金等
特別控除可能額

円 年

氏名

氏名

（フリガナ）

（フリガナ）

控
除
対
象
扶
養
親
族

1

（フリガナ）

1
6
歳
未
満
の
扶
養
親
族

区
分

（備考）

2

（フリガナ）

1

2

氏名

個人番号

個人番号

4

（フリガナ）
区
分

4

（フリガナ）

個人番号

3

（フリガナ）

氏名

氏名

氏名

氏名

3

（フリガナ）
区
分氏名 氏名

氏名 氏名

区
分

（フリガナ）

氏名

区
分

月

区
分氏名

（フリガナ）

3

（フリガナ）
区
分

区
分

（フリガナ）

未

成

年

者

日

4

（フリガナ）

支
　
払
　
者

氏名又は名称

住所（居所）
又は所在地

（電話）

区
分

2

区
分

1
6
歳
未
満
の
扶
養
親
族

（フリガナ）

1

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

欄

本人が障害者 寡

婦

ひ

と

り

親

区
分

（フリガナ）

区
分

2

(

税
務
署
提
出
用

)

住所（居所）
又は所在地

支
　
払
　
者

個人番号又は
法人番号

氏名又は名称
（電話）

　（右詰で記載してください。）

未

成

年

者

勤

労

学

生

年月 日年

生命保険料の
金額の内訳

（フリガナ）　（フリガナ）　

住宅借入金等
特別控除の額

の内訳

控除対象
配偶者

（源泉・特別）

配 偶 者 （ 特 別 ）

控 除 の 額

住宅借入金等
年末残高(２回目)

住宅借入金等特別
控除区分(2回目)

目白  保さん

居住開始年月日、契約日、取得価格、
面積を記入する（P.52456）

住宅ローンの年末の残高
（P.527）を記入する

全部事項証明書の提出を
省略する場合に記入する（P.49）

その年の
ローン残高の0.7％

取得価格を記入する。共有の場合、
自分の持ち分について記入する

（二面は省略）

6

神奈川県横浜市
緑区寺山町○－○－○

給与賞与 6  500  000 4 760  000 1 740  000

7 80  　 000

200,000250,000

100　  000

88  700

380 000

58　7　7昭和

2

目 白　保
メ  ジロ　 タモツ

目 白　京 子
メ ジロ  キョウコ

目 白　花 子
メ ジロ　  ハナ コ

目 白　太 一
メ ジロ　   タ  イチ

株式会社 横浜商事 045ｰ×××ｰ××××

81 2 3

52 53

住宅ローン控除を受けるための確定申告書の記入例
住宅ローンでマイホームを購入した人の確定申告（住宅ローン控除）



●
●

●

●
●

○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

税

金

の

計

算

配 当 控 除
又 は 第 三 表 の 95

災 害 減 免 額

上の㉚に対する税額

平均課税対象金額

延 納 届 出 額

復興特別所得税額

（41－42）

源 泉 徴 収 税 額

予 定 納 税 額
（第１期分・第２期分）

申 告 納 税 額

所

得

金

額

等

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

雑

短 期

長 期

配 当

一 時

営 業 等

農 業

給与

氏 名

種類 電話
番号 － －

柄続のと主帯世名氏の主帯世号雅・号屋業職

〒 －

○＋｛（○＋○）×／｝ケ コ サ 1 2

不 動 産

利 子

配 当

雑

）（

国 出

社会保険料控除

生命保険料控除

地震保険料控除

基 礎 控 除

○から○までの計

雑 損 控 除

寄 附 金 控 除
合 計

配偶者

医療費控除

公的年金等

業 務

そ の 他

郵便局
名 等

預金
種類

給 与

扶 養 控 除

第３期分
の 税 額

業 務

その他

自宅･勤務先･携帯

住宅耐震改修
特別控除等

・ ・

整理
番号

合 計

申告書

営業等

農 業

公 的年金等

納税地

振替継続希望
（
単
位
は
円
）

税務署長
令和　　年　　月　　日令和 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

第
一
表

現在の
住 所
又は
居 所
事業所等
令和７年
１月１日
の 住 所

個人番号
（マイナンバー）

生年
月日

フリガナ

青 色 分 離 損 失 修 正 特 農特農の
表　示

収

入

金

額

等

修
正
申
告

そ

の

他

届 

出

延
納
の
受

　
取

　
場

　
所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

事

業

事

業

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

不動産
区
分
１

区
分
２

区
分
１

区
分
２

区
分
１

区
分
２

総
合
譲
渡

区
分

⑦から⑨までの計
総 合 譲 渡 ・ 一 時

（①から⑥までの計＋⑩＋⑪）

小規模企業共済等掛金控除

寡婦､ひとり親控除

勤労学生、障害者控除

（特別）控除

（㉕＋㉖＋㉗＋㉘）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

23

24

25

26

27

28

29

～

～

～

人
数

⑰　
 ⑱
⑲　
 ⑳
㉑　
 ㉒

30

31

32

33

34

41

42

43

44

45

46

47

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

35　
 37
38　
 40

48　
 49

～

～

～

課税される所得金額
（⑫－㉙）又は第三表

（特定増改築等）
住宅借入金
等特別控除

政党等寄附金等特別控除

差 引 所 得 税 額
㉛－32－33－34－35
－36－37－38－39－40

再 差 引 所 得 税 額

（43－44)(赤字のときは０）
再々差引所得税額（基準所得税額）

所得税及び復興特別所得税の額

外国税額控除等

修正前の第３期分の税額
（還付の場合は頭に△を記載）
第３期分の税額の増加額
公的年金等以外の
合 計 所 得 金 額

配偶者の合計所得金額

専従者給与（控除）額の合計額

青色申告特別控除額
雑所得・一時所得等の
源泉徴収税額の合計額
未納付の源泉徴収税額

本年分で差し引く繰越損失額

変動･臨時所得金額

申告期限までに納付する金額

銀行
金庫･組合
農協･漁協

本店･支店
出張所
本所･支所

口座番号
記号番号

普通 当座 貯蓄納税準備

公金受取口座登録の同意 公金受取口座の利用

（45×2.1％）

（47－48－49－50）

（51－52）

納める税金

還付される税金

（45＋46）

令 和 ６ 年 分
特別税額控除
(3万円×人数)

納 管

事 業

住 民

資 産

総 合

分 離

検 算

年月日

・・

受
付
印

（
令
和
六
年
分
用
）

通 信
日付印

一 連
番 号

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｇ Ｈ Ｉ Ｋ Ｌ 確
認

区
分

整
理
欄

整
理
欄

名
簿年 月 日

異
動

定
額
減
税
実
施
済
額
は
、
43
と
44
の
い
ず
れ
か
少
な
い
方
の
金
額
で
す
。

令和

所得の種類 収 入 金 額 必要経費等 差 引 金 額

整理
番号

収 入 金 額 源泉徴収税額

他都道府県の事務所等

所得
金額

寡婦

死別
離婚

生死不明
未 帰 還

非 課 税 所 得 な ど 損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

不動産所得から差し引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

屋 号
住 所

氏 名
フリ ガナ

円

円円円

円

事業用資産の譲渡損失など

第
二
表

円

保 険 料 等 の 種 類 支払保険料等の計 うち年末調整等以外

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

円円

損害を受けた資産の種類など

・ ・
円円円源泉徴収税額の合計額

種 目

ひとり親
勤労学生

年調以外かつ
専修学校等

障害者
特別
障害者

特例適用
条 文 等

非上場株式の
少額配当等

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

障 害 者

特個 同一国外障 特障

続柄氏 名 生 年 月 日

・ ・
明･大
昭･平

個 人 番 号

上記の配偶者・親族・事業専従者
のうち別居の者の氏名・住所

所得税で控除対象配偶者
な ど と し た 専 従 者

円

事業専従者の氏名 個 人 番 号 続柄 生 年 月 日 従事月数･程度･仕事の内容
円明･大

昭･平 ・ ・

年調

国外居住 住宅

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

円円

円円

住 民 税

明･大
昭･平 ・ ・

別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

非居住者
の 特 例

配当割額
控 除 額

株式等譲渡
所得割額控除額

寄附先の
名 称 等

寄附金
円

国外

障 害 者

障 特障

続柄 生 年 月 日
明･大
昭･平

個 人 番 号

寡婦・ ・
円

税理士署名・電話番号

（ － － ）

調整

所 得 税 及 び
復興特別所得税年分の の 申告書

○ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）
給与などの支払者の｢名称｣
及び｢法人番号又は所在地｣等

円 円

所得の種類

50

社
会
保
険
料
控
除

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

⑬⑭

⑮
生
命
保
険
料
控
除

⑯
料 

控 

除

地
震
保
険

本人に関
する事項
（⑰～⑳）

○ 雑損控除に関する事項(㉖)
損 害 の 原 因 損 害 年 月 日

損害金額
保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

○ 寄附金控除に関する事項(㉘)

○ 配偶者や親族に関する事項（⑳～㉓､34､39､44）

配偶者

その他

○ 事業専従者に関する事項（59）
専従者給与(控除)額

○ 住民税・事業税に関する事項

住
民
税

事
業
税

円 円 円 円
特別徴収 自分で納付

都道府県､市区町村
への寄附

（特例控除対象）
円 円 円 円

退職所得のある配偶者・親族の氏名 退職所得を除く所得金額 その他 寡婦・ひとり親

ひとり親

月
日開始・廃止前年中の

開（廃）業
番
号

氏
名

住
所

氏
名

給
与

税理士法書面提出
30条 33条の2

○ 総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項（⑪）

共同募金､日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

管
理

区
分

一連
番号

法 項 号

（
令
和
六
年
分
用
）
○
第
二
表
は
、
第
一
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
○
国
民
年
金
保
険
料
や
生
命
保
険
料
の
支
払
証
明
書
な
ど
申
告
書
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
添
付
書
類
台
紙
な
ど
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。整

理

欄

申告
区分
特例適
用条文

申告等
年月日 年 月 日

条
の の

所得
種類
申告
期限 年 月 日

補
完

▶確定申告書　第二表

▶確定申告書　第一表

目 白　 保
メ　 ジロ　　タモツ

確定

神奈川県横浜市緑区寺山町○ー○ー○

給与

令和６年８月１日居住開始

目白　 京子 ○ ６０     １２     １２

○
○

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

目白　 花子 ○ ２９     １０     １０○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目白　 太一 ○子

子

３    １１    １１● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

（株）横浜商事 6,500,000 88,700

-

88,700

-

確定
２ ２ ６  ０ ０ １ ３

神奈川県横浜市緑区寺山町○ー○ー○

緑

同　上

目 白　 保
メシ゛ ロ　タモツ

X X X X X X X X X X X X

６ ５ ０ ０ ０ ０ ０

４ ７ ６ ０ ０ ０ ０-

４ ７ ６ ０ ０ ０ ０-

１ ７ ４ ０ ０ ０ ０-

１ ７ ４ ０ ０ ０ ０-

２ ０ ４ ５ ０ ０

６ ８ ０ ０ ０

６ ８ ０ ０ ０

０

１ ３ ６ ５

３ ０ ２ ０

８ ８ ７ ０ ０-

８ ８ ７ ０ ０-

８ ８ ７ ０ ０-

１ ２４

三井住友信託

× × × × × × ×

横浜

○

３　 ５　８　 ０  ７　 ０  ７

- -

目白  保会社員 本人

０４５ 　 ×××　××××

５

居住開始日（P.524）を
記入する

扶養親族が16歳未満の
場合には16に○

受取金融機関の
口座を記入する

P.53の⑳を転記する

P.54第二表の
から転記する

50

戻ってくる
税金の額

P.52源泉徴収票
からその年の収入
金額（支払金額）1
を転記する

P.52源泉徴収票の
給与所得控除後の
金額8を転記する

P.52源泉徴収票の
所得控除の額の合
計額2を転記する

P.52源泉徴収票
から支払金額1、
源泉徴収税額3を
転記する

P.55第一表の　へ50

個人番号（マイナンバー）を
記入する

1,000円未満は
切り捨て

（　対応分）の総合課税の税額計算31 30税額を計算・記入する

税 率の額30 の税額31

の額 × 5％
の額 × 10％ － 97,500円
の額 × 20％ － 427,500円
の額 × 23％ － 636,000円
の額 × 33％ － 1,536,000円
の額 × 40％ － 2,796,000円
の額 × 45％ － 4,796,000円

30

30

30

30

30

30

30

  195万円以下
 195万円超 330万円以下
 330万円超 695万円以下
 695万円超 900万円以下
 900万円超 1,800万円以下
 1,800万円超 4,000万円以下 
 4,000万円超 

申告する人の個人番号
（マイナンバー）を記入

明治：1　大正：2
昭和：3　平成：4

54 55

住宅ローン控除を受けるための確定申告書の記入例
住宅ローンでマイホームを購入した人の確定申告（住宅ローン控除）



（受給者番号） （受給者番号）

（個人番号）

（役職名） （役職名）

千 内 千 内

千 円 千 円

千 円 千 円 千 円 千 円 千 円 千 円 千 円 千 円

月 日 円 月 日 円

月 日 円 月 日 円

人 人

中途就・退職 受給者生年月日
特

別

そ

の

他

就職 退職 年 月 日 元号

旧生命保険料
の金額

居住開始年月日
（１回目）

居住開始年月日
（２回目）

円

外

国

人

死

亡

退

職

中途就・退職 受給者生年月日
特

別

そ

の

他

就職 退職 年 月 日 元号

(

受
給
者
交
付
用

)

控
除
対
象
扶
養
親
族

配偶者の
合計所得

氏名

1

個人番号

区
分

3

（フリガナ）

区
分

氏名

災

害

者

乙

欄

本人が障害者 寡

婦

ひ

と

り

親

勤

労

学

生

新生命保険料
の金額

円
旧生命保険料

の金額

円
介護医療保
険料の金額

住宅借入金等
特別控除可能額

円
居住開始年月日

（２回目）

年

（フリガナ）
区
分

区
分氏名

住宅借入金等
特別控除の額

の内訳

氏名

区
分

375整　理　欄

16歳未満
扶養親族

の数

千 円

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数

内 千 円

円

非居住者
である

親族の数

（ 源 泉 ） 控 除 対 象 配 偶 者
控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数

16歳未満
扶養親族

の数

有 従有

そ の 他 特　　別 その他

令和　　年分　　令和　　年分　　

支　払

を受け

る　者

住
所
又
は
居
所

支　払

を受け

る　者

住
所
又
は
居
所

内 千 円 千

種　　　　　　　　　　別 支　　　払　　　金　　　額

円 千

障　害　者　の　数

老　　　人 そ の 他 特　　別

円
新個人年金

保険料の金額

円

従有

支　　　払　　　金　　　額
給 与 所 得 控 除 後 の 金 額
（ 調 整 控 除 後 ）

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 源　泉　徴　収　税　額

円

給 与 所 得 控 除 後 の 金 額
（ 調 整 控 除 後 ）

所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 源　泉　徴　収　税　額種　　　　　　　　　　別

円 千 円 円

（ 源 泉 ） 控 除 対 象 配 偶 者
（　配　偶　者　を　除　く　。　） （ 本 人 を 除 く 。 ）（　配　偶　者　を　除　く　。　） （ 本 人 を 除 く 。 ）

配 偶 者 （ 特 別 ）

控 除 の 額

非居住者
である

親族の数　　の 有 無 等 老人　　の 有 無 等 老人 特　　定 その他特　　定 老　　　人

氏
　
名

障　害　者　の　数

人

氏
　
名

人有 内 人 従人 人 従人 人 内人 従人 人 従人 人

内

人 従人人 内

内

地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

人 従人 内 人

新生命保険料
の金額

円

住宅借入金等
特別控除適用数

介護医療保
険料の金額

円
新個人年金

保険料の金額

円
旧個人年金

保険料の金額

円

住宅借入金等特別
控除区分(1回目)

住宅借入金等
年末残高(１回目)

住宅借入金等
年末残高(１回目)

住宅借入金等特別
控除区分(1回目)

住宅借入金等
特別控除適用数

居住開始年月日
（１回目）

旧個人年金
保険料の金額

年

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額

円

（摘要）（摘要）

生命保険料の
金額の内訳

国民年金保険
料等の金額

円
旧長期損害

保険料の金額

円

基礎控除の額
円 所得金額

調整控除額

円
個人番号

年

（源泉・特別）

控除対象
配偶者

氏名

4

（フリガナ）
区
分 配偶者の

合計所得

円

住宅借入金等特別
控除区分(2回目)

住宅借入金等
年末残高(２回目)

国民年金保険
料等の金額

円
旧長期損害

保険料の金額

円

基礎控除の額
円 所得金額

調整控除額

円

住宅借入金等
特別控除可能額

円 年

氏名

氏名

（フリガナ）

（フリガナ）

控
除
対
象
扶
養
親
族

1

（フリガナ）

1
6
歳
未
満
の
扶
養
親
族

区
分

（備考）

2

（フリガナ）

1

2

氏名

個人番号

個人番号

4

（フリガナ）
区
分

4

（フリガナ）

個人番号

3

（フリガナ）

氏名

氏名

氏名

氏名

3

（フリガナ）
区
分氏名 氏名

氏名 氏名

区
分

（フリガナ）

氏名

区
分

月

区
分氏名

（フリガナ）

3

（フリガナ）
区
分

区
分

（フリガナ）

未

成

年

者

日

4

（フリガナ）

支
　
払
　
者

氏名又は名称

住所（居所）
又は所在地

（電話）

区
分

2

区
分

1
6
歳
未
満
の
扶
養
親
族

（フリガナ）

1

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

欄

本人が障害者 寡

婦

ひ

と

り

親

区
分

（フリガナ）

区
分

2

(

税
務
署
提
出
用

)

住所（居所）
又は所在地

支
　
払
　
者

個人番号又は
法人番号

氏名又は名称
（電話）

　（右詰で記載してください。）

未

成

年

者

勤

労

学

生

年月 日年

生命保険料の
金額の内訳

（フリガナ）　（フリガナ）　

住宅借入金等
特別控除の額

の内訳

控除対象
配偶者

（源泉・特別）

配 偶 者 （ 特 別 ）

控 除 の 額

住宅借入金等
年末残高(２回目)

住宅借入金等特別
控除区分(2回目)

住 所

氏 名

フリガナ フリガナ

氏 名

フリガナ

氏 名

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家屋に関する事項 土地等に関する事項

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

①

②

Ⓑ 土 地 等Ⓐ 家 屋 Ⓒ 合 計 Ⓓ 増 改 築 等

・・ 居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてください｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

増改築等の費用の額

⑪

Ⓔ 住 宅 の み Ⓕ 土 地 等 の み Ⓖ住宅及び土地等 Ⓗ 増 改 築 等

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住宅借入金等の年末残高

新築、購入及び増改築等に係る
住宅借入金等の年末残高

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高

居 住 用 割 合

連帯債務に係るあなたの負担割合

※連帯債務がない場合には､100.00%と書きます｡

整 理
番 号

※共有の場合のみ書いてください。

③

④

住宅取得等資金の贈与の
特 例 を 受 け た 金 額 等

円

円

なし又は５％ ８ ％ 10 ％
円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額
交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増改築等の費用の額
交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

平成
令和

平成
令和

円
㉓

円
⑳

８ 特定の増改築等に係る事項 （特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合のみ書いてください｡）

⑫ 高齢者等居住改修
工事等の費用の額 ⑬ 断熱改修工事等の費用の額 ⑭ ⑮

⑲

特定増改築等住宅借入金等、特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

円

円

あなたの持分に係る特定の
増改築等工事の費用の額⑱⑰ 特定の増改築等工事の費用の合計額⑯ 特定耐久性向上改修

工 事 等 の 費 用 の 額

特定多世帯同居改修
工事等の費用の額

特定断熱改修工事
等 の 費 用 の 額

㉑

㉒

要しない

円

円

・・
平成
令和

契 約 日
契 約 区 分

円

契 約 日
・・

平成
令和

※次に該当する場合に、書いてください。

不 動 産 番 号 地土屋家

増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

㎡

令和
〒　　　　－

（共有者の氏名）

１ 住所及び氏名

２ 新築又は購入した家屋等に係る事項
３ 増改築等をした部分に係る事項

※小数点以下第２位まで書きます｡

平成
令和 〔 〕

区
分

（㋒ － ㋓（㋗ － ㋘）） （ ㋞ － ㋟ ）

のうち居住用部分の金額

㋜

㋝

㋞

㋟

㋠

㋡

㋢

㋗

㋘

㋙

㋚

㋛

㋐

㋑

㋒

㋓

㋔

㋕

㋖

㋞

（ ㋔ , ㋙ , ㋠ ）× ①
※共有でない場合は､㋔,㋙,㋠を書いてください｡

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ ② － ③ ）

㋔（ ㋔ × Ⓐ の ① ） ㋙（ ㋙ × Ⓑ の ① ） ㋠（ ㋠ × Ⓓ の ① ）（Ⓐの②＋Ⓑの②）又は（Ⓑの②＋Ⓓの②）

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課されるべき消費税額等に関する事項 ６ 特例対象個人に係る事項等
税率が10％の場合に㋒､㋞に含まれる
消費税額及び地方消費税額の合計額
（契約書等に記載された消費税額）

（（付表）の⑭の割合）

（（付表）の⑯の金額）
※連帯債務がない場合には、⑤の金額を書きます｡

※90％以上である場合には、100.0％と書きます｡

④ と ⑦ の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

（ ⑧ × ⑨ ）

㋖÷㋕ ㋛÷㋚ ㋡÷㋞

住宅借入金等の年末残高の合計額（Ⓔの⑩＋Ⓕの⑩＋Ⓖの⑩＋Ⓗの⑩）
※ ⑪の金額を二面の「住宅借入金等の年末残高の合計額⑪」欄に転記します。

次の⑫欄から⑯欄に補助金等控除後の金額
を書いてください。これらの金額が50万円
を超えるときに特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を受けることができます。
詳しくは、控用の裏面を参照してください｡

（⑫＋⑭＋⑮＋⑯） （⑰又は⑰×Ｄの①）
(⑪と⑱のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
ただし、住宅の増改築等(特定多世帯同居改修
工事等に係るものを除きます｡)が特定取得
(※二面参照)に該当しない場合は、最高200万円｡)

番
号

９ （特定増改築等）住宅借入金等特別控除額

（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を転記します。

同一年中に８％及び10％の消費税
率が含まれる家屋の取得等又は
増改築等をした場合は、右の欄に
○をした上で、10％に係る部分の
金額等を書いてください｡

８％･10％
同一年中
取得

家　屋:1
増改築等:2

㋒又は㋞の金額
（10％に係る部分のみ）

（10％に係る部分のみ）

Ⓐの④又は
Ⓓの④の金額

重複適用を受ける場合は、右の
文字に○をした上で、二面の㉓
の金額を転記してください。

重複適用

10 控除証明書の交付を要しない場合
翌年分以後に年末調整でこの控除を受けるための、控除証明書の
交付を要しない方は､右の｢要しない｣の文字を○で囲んでください｡

この明細書の書き方については、控用の裏面を参照してください。 住宅借入金等に連帯債務がある場合には、併せて付表を使用します。○ ○

区
分

区
分

電話番号    　（     ）

夫婦のいずれかが40歳未満の場合又は19歳未満の扶養親族を有する場合で､
認定住宅等である新築住宅又は買取再販住宅に入居したとき等は､右の欄に
該当する数字を書いてください｡詳しくは､控用の裏面を参照してください｡

整理欄
登
土

契
家

契
土 残 確 証 認

定 仮付 Ａ Ｂ Ｃ

年分(特定増改築等)住宅借入金等特別控除額の計算明細書
一
面

提
出
用

○ 

こ
の
明
細
書
は
、
申
告
書
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

住民 台帳番号
一連番号

登
家

　秋葉圭さんは会社員で給与収入があり、年末調整はすでに済んでいます。
　交通の便のいい都内に中古マンションを見つけました。リフォームは買主が行う条件で比較的安値で購入すること
ができました。ただし、中古マンションは昭和56年建築のため「住宅ローン控除」対象外の物件です。マンションは
手持ち資金で購入し、リフォーム費用は返済期間10年の住宅ローンを組むことにしました。

確定申告書の記入例

リフォームを住宅ローンで資金手当した秋葉さんの確定申告

※氏名・詳細等はすべて架空のものです。

事例6

〈申告書の作成手順〉

▶住宅借入金等特別控除額の計算明細書

住所：〒132-0021
　　  東京都江戸川区中央○－○－○
TEL：03ｰ××××ｰ××××
秋 葉　  圭 昭和60年6月6日生（39歳）
 （妻）　 佳 子 昭和61年3月3日生（38歳）
（長女）　佑 依 平成28年2月2日生（8歳）

※年齢は令和6年１２月３１日のもの

【秋葉さんの収入等の詳細】

▶秋葉さんの給与所得の源泉徴収票

…1
…2
…3

…4
…5
…6
…7
…8

〔単位：円〕▶収入に関する情報
給与収入金額（支払金額）
所得控除の額の合計額
源泉徴収税額

6,000,000
1,680,000
84,000

▶購入したマイホームに関する情報
中古マンション取得日
リフォーム後、居住開始
リフォーム契約日
マンションの取得対価
の額（65㎡） 
リフォーム代金
住宅ローンの
令和6年末の残高

令和6年7月 1日
令和6年9月 1日
令和6年6月10日

15,000,000

4,400,000

3,900,000

右記源泉徴収票参照

P.57計算明細書参照

■住宅借入金等特別控除額の計算明細書〈P.57〉
●P.49の必要書類のうち該当する書類
■確定申告書〈P.58～〉
確定申告書の作成順序：第二表→第一表の順で作成します。
●給与所得の源泉徴収票

確定申告
必要書類

※提出は不要

１３２   ００２１

６　 ９　 １

６　 ６ １ ０

４４０００００

４４０００００

４４０００００

６５ ００

４０００００

３９０００００

３９０００００

３９０００００

３９０００００

３９０００００

２７３-５

４４０００００４４０００００

４４０００００４４０００００

１ ００ ００

１ ００ ０

東京都江戸川区中央○－○－○
０３　 ××××　 ××××

秋 葉　  圭
アキ  バ　　 ケイ

○

秋葉  圭さん

リフォームなので「3」に記入する

リフォーム代金
P.567を記入する

床面積P.566を記入する

リフォーム代金の自分の持ち分に
ついて記入する

（二面は省略）

居住開始日・契約日
P.5645を記入する

年末の借入残高
P.568を記入する

6

東京都江戸川区中央○－○－○

給与賞与 6  000  000 4  360 000 1 680 000

720  　000

1

200,000100,000

100 　000

84 000

380 000

60　6　6昭和

秋 葉　圭
アキ バ　  ケイ

秋 葉　佳 子
アキ バ　  ヨシ コ

秋 葉　佑 依
アキ バ　   ユ　イ

岩本スポーツ株式会社 03ｰ××××ｰ××××

91 2 3

その年の
ローン残高の0.7％

全部事項証明書の提出を
省略する場合に記入する（P.49）

56 57

住宅ローン控除を受けるための確定申告書の記入例
住宅ローンでマイホームを購入した人の確定申告（住宅ローン控除）



●
●

●

●
●

○
○
○
○
○
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○
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○
○
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○
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○
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○
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○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

税

金

の

計

算

配 当 控 除
又 は 第 三 表 の 95

災 害 減 免 額

上の㉚に対する税額

平均課税対象金額

延 納 届 出 額

復興特別所得税額

（41－42）

源 泉 徴 収 税 額

予 定 納 税 額
（第１期分・第２期分）

申 告 納 税 額

所

得

金

額

等

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

雑

短 期

長 期

配 当

一 時

営 業 等

農 業

給与

氏 名

種類 電話
番号 － －

柄続のと主帯世名氏の主帯世号雅・号屋業職

〒 －

○＋｛（○＋○）×／｝ケ コ サ 1 2

不 動 産

利 子

配 当

雑

）（

国 出

社会保険料控除

生命保険料控除

地震保険料控除

基 礎 控 除

○から○までの計

雑 損 控 除

寄 附 金 控 除
合 計

配偶者

医療費控除

公的年金等

業 務

そ の 他

郵便局
名 等

預金
種類

給 与

扶 養 控 除

第３期分
の 税 額

業 務

その他

自宅･勤務先･携帯

住宅耐震改修
特別控除等

・ ・

整理
番号

合 計

申告書

営業等

農 業

公 的年金等

納税地

振替継続希望
（
単
位
は
円
）

税務署長
令和　　年　　月　　日令和 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

第
一
表

現在の
住 所
又は
居 所
事業所等
令和７年
１月１日
の 住 所

個人番号
（マイナンバー）

生年
月日

フリガナ

青 色 分 離 損 失 修 正 特 農特農の
表　示

収

入

金

額

等

修
正
申
告

そ

の

他

届 

出

延
納
の
受

　
取

　
場

　
所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

事

業

事

業

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

不動産
区
分
１

区
分
２

区
分
１

区
分
２

区
分
１

区
分
２

総
合
譲
渡

区
分

⑦から⑨までの計
総 合 譲 渡 ・ 一 時

（①から⑥までの計＋⑩＋⑪）

小規模企業共済等掛金控除

寡婦､ひとり親控除

勤労学生、障害者控除

（特別）控除

（㉕＋㉖＋㉗＋㉘）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

23

24

25

26

27

28

29

～

～

～

人
数

⑰　
 ⑱
⑲　
 ⑳
㉑　
 ㉒

30

31

32

33

34

41

42

43

44

45

46

47

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

35　
 37
38　
 40

48　
 49

～

～

～

課税される所得金額
（⑫－㉙）又は第三表

（特定増改築等）
住宅借入金
等特別控除

政党等寄附金等特別控除

差 引 所 得 税 額
㉛－32－33－34－35
－36－37－38－39－40

再 差 引 所 得 税 額

（43－44)(赤字のときは０）
再々差引所得税額（基準所得税額）

所得税及び復興特別所得税の額

外国税額控除等

修正前の第３期分の税額
（還付の場合は頭に△を記載）
第３期分の税額の増加額
公的年金等以外の
合 計 所 得 金 額

配偶者の合計所得金額

専従者給与（控除）額の合計額

青色申告特別控除額
雑所得・一時所得等の
源泉徴収税額の合計額
未納付の源泉徴収税額

本年分で差し引く繰越損失額

変動･臨時所得金額

申告期限までに納付する金額

銀行
金庫･組合
農協･漁協

本店･支店
出張所
本所･支所

口座番号
記号番号

普通 当座 貯蓄納税準備

公金受取口座登録の同意 公金受取口座の利用

（45×2.1％）

（47－48－49－50）

（51－52）

納める税金

還付される税金

（45＋46）

令 和 ６ 年 分
特別税額控除
(3万円×人数)

納 管

事 業

住 民

資 産

総 合

分 離

検 算

年月日

・・

受
付
印

（
令
和
六
年
分
用
）

通 信
日付印

一 連
番 号

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｇ Ｈ Ｉ Ｋ Ｌ 確
認

区
分

整
理
欄

整
理
欄

名
簿年 月 日

異
動

定
額
減
税
実
施
済
額
は
、
43
と
44
の
い
ず
れ
か
少
な
い
方
の
金
額
で
す
。

令和

所得の種類 収 入 金 額 必要経費等 差 引 金 額

整理
番号

収 入 金 額 源泉徴収税額

他都道府県の事務所等

所得
金額

寡婦

死別
離婚

生死不明
未 帰 還

非 課 税 所 得 な ど 損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

不動産所得から差し引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

屋 号
住 所

氏 名
フリ ガナ

円

円円円

円

事業用資産の譲渡損失など

第
二
表

円

保 険 料 等 の 種 類 支払保険料等の計 うち年末調整等以外

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

円円

損害を受けた資産の種類など

・ ・
円円円源泉徴収税額の合計額

種 目

ひとり親
勤労学生

年調以外かつ
専修学校等

障害者
特別
障害者

特例適用
条 文 等

非上場株式の
少額配当等

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

障 害 者

特個 同一国外障 特障

続柄氏 名 生 年 月 日

・ ・
明･大
昭･平

個 人 番 号

上記の配偶者・親族・事業専従者
のうち別居の者の氏名・住所

所得税で控除対象配偶者
な ど と し た 専 従 者

円

事業専従者の氏名 個 人 番 号 続柄 生 年 月 日 従事月数･程度･仕事の内容
円明･大

昭･平 ・ ・

年調

国外居住 住宅

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

円円

円円

住 民 税

明･大
昭･平 ・ ・

別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

非居住者
の 特 例

配当割額
控 除 額

株式等譲渡
所得割額控除額

寄附先の
名 称 等

寄附金
円

国外

障 害 者

障 特障

続柄 生 年 月 日
明･大
昭･平

個 人 番 号

寡婦・ ・
円

税理士署名・電話番号

（ － － ）

調整

所 得 税 及 び
復興特別所得税年分の の 申告書

○ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）
給与などの支払者の｢名称｣
及び｢法人番号又は所在地｣等

円 円

所得の種類

50

社
会
保
険
料
控
除

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

⑬⑭

⑮
生
命
保
険
料
控
除

⑯
料 

控 

除

地
震
保
険

本人に関
する事項
（⑰～⑳）

○ 雑損控除に関する事項(㉖)
損 害 の 原 因 損 害 年 月 日

損害金額
保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

○ 寄附金控除に関する事項(㉘)

○ 配偶者や親族に関する事項（⑳～㉓､34､39､44）

配偶者

その他

○ 事業専従者に関する事項（59）
専従者給与(控除)額

○ 住民税・事業税に関する事項

住
民
税

事
業
税

円 円 円 円
特別徴収 自分で納付

都道府県､市区町村
への寄附

（特例控除対象）
円 円 円 円

退職所得のある配偶者・親族の氏名 退職所得を除く所得金額 その他 寡婦・ひとり親

ひとり親

月
日開始・廃止前年中の

開（廃）業
番
号

氏
名

住
所

氏
名

給
与

税理士法書面提出
30条 33条の2

○ 総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項（⑪）

共同募金､日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

管
理

区
分

一連
番号

法 項 号

（
令
和
六
年
分
用
）
○
第
二
表
は
、
第
一
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
○
国
民
年
金
保
険
料
や
生
命
保
険
料
の
支
払
証
明
書
な
ど
申
告
書
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
添
付
書
類
台
紙
な
ど
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。整

理

欄

申告
区分
特例適
用条文

申告等
年月日 年 月 日

条
の の

所得
種類
申告
期限 年 月 日

補
完

▶確定申告書　第二表

▶確定申告書　第一表

秋 葉　  圭
アキ    バ　　   　ケイ

確定

東京都江戸川区中央○－○－○

給与

令和６年９月１日居住開始

秋葉　佳子 ○ ６１      ３　  ３

○
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

秋葉　佑依　 ○ ２８     ２　  ２○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 子

岩本スポーツ株式会社 6,000,000 84,000

84,000

確定
１ ３ ２  ０ ０ ２ １

東京都江戸川区中央○－○－○

江戸川北

同　上 会社員

秋 葉 　圭
アキハ゛　 ケイ

X X X X X X X X X X X X

６ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４ ３ ６ ０ ０ ０ ０

４ ３ ６ ０ ０ ０ ０

１ ６ ８ ０ ０ ０ ０

１ ６ ８ ０ ０ ０ ０

１ ７ ０ ５ ０ ０-

８ ４ ０ ０ ０

１ １ １ ７-

５ ４ ３ １ ７-

２ ７ ３-

１ ４ ３ ２ ０ ０

３
１ ４ ３ ２ ０ ０

５ ３ ２ ０ ０

２ ６ ８ ０

２ ９ ６ ８ ３

９

三井住友信託

× × × × × × ×

上野

○

３　 ６　０　 ０  ６　 ０  ６

秋葉　圭 本人

０３ 　 ××××　××××

２ ９ ６ ８ ３扶養親族が16歳未満の
場合には16に○

受取金融機関の
口座を記入する

P.58第二表の
から転記する

50

戻ってくる
税金の額

P.56源泉徴収票
からその年の収入
金額（支払金額）1
を転記する

P.56源泉徴収票の
給与所得控除後の
金額9を転記する

P.56源泉徴収票の
所得控除の額の合
計額2を転記する

P.56源泉徴収票
から支払金額1、
源泉徴収税額3を
転記する

P.59第一表の　へ50

個人番号（マイナンバー）を
記入する

1,000円未満は
切り捨て

（　対応分）の総合課税の税額計算31 30税額を計算・記入する

税 率の額30 の税額31

の額 × 5％
の額 × 10％ － 97,500円
の額 × 20％ － 427,500円
の額 × 23％ － 636,000円
の額 × 33％ － 1,536,000円
の額 × 40％ － 2,796,000円
の額 × 45％ － 4,796,000円

30

30

30

30

30

30

30

  195万円以下
 195万円超 330万円以下
 330万円超 695万円以下
 695万円超 900万円以下
 900万円超 1,800万円以下
 1,800万円超 4,000万円以下 
 4,000万円超 

P.57の⑳を転記する
居住開始日（P.564）を
記入する

申告する人の個人番号
（マイナンバー）を記入

明治：1　大正：2
昭和：3　平成：4

58 59

住宅ローン控除を受けるための確定申告書の記入例
住宅ローンでマイホームを購入した人の確定申告（住宅ローン控除）




